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資  料 

こども未来局における新型コロナウイルス感染症対策の状況について

１ 新型コロナウイルス感染症対策に関する経過等 

こども未来局では子どもや保護者が利用する施設や子育て家庭を支える各事業を所管

しており、新型コロナウイルス感染症発生以降においても、新型コロナウイルス感染症の

状況や国の動向を踏まえ、感染症対策（事業内容縮小、利用者の制限、活動場所の拡大、

換気、手洗い、うがい、消毒の徹底、マスク着用による飛沫感染の予防等）を講じながら、

必要な事業を継続しています。 

（１）国の緊急事態宣言発令前（２月下旬～４月上旬）の状況 

（２）国の緊急事態宣言発令後（４月７日以降）の状況 

○市対策本部の通達に基づき、イベントや各事業は原則中止又は延期とするが、重要性・緊

急性等から必要となる事業（保育園卒園式、乳幼児健診等）は、感染症対策を講じたうえで

実施することとした。

○保育所、こども文化センター等の所管施設については、感染症対策を講じた上で、原則と

して開所していくこととした。

○学校の臨時休業に伴い、児童の居場所を確保するため、教育委員会事務局と連携し、午前

は学校において教職員が、午後はわくわくプラザにおいて児童の見守りを行うこととした。

○本市職員備蓄用マスクを保育所、幼稚園、こども文化センター、わくわくプラザ等へ配布

した。（大人用 14 万枚、子ども用 11 万枚）

○イベントや各事業は引き続き原則中止又は延期することとした。国の通知や本市の感染拡

大の状況を踏まえ、乳幼児健診等は延期することとした。

○わくわくプラザ、保育所等についてはやむを得ない事情がある場合以外の利用の自粛を要

請し、こども文化センター等については休止することとした。

【自粛を要請した施設】 

・わくわくプラザ、保育所等

【休止することとした施設】 

・こども文化センター

・青少年教育施設（青少年の家、八ヶ岳少年自然の家、黒川青少年野外活動センター）

・地域子育て支援センター
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（３）国の緊急事態宣言の延長後（５月７日以降）の状況 

２ 各施策の状況 

（１）保育所等に関する状況  

保育所等においては、感染の予防に留意して開所を継続していますが、保護者及び事

業者の方には登園自粛を要請し、医療体制や社会機能の維持、経済的な理由等により保育

を必要とされている御家庭があることから、保育の提供を縮小して実施しています。 

また、幼稚園については、県内公立学校の対応方針等を踏まえ、休園しています。 

感染予防の取組

・児童、職員の健康状態の把握と感染が疑われる場合の市への連絡、体調不良時の自宅待

機等の対応 

・感染症防止用物品の購入に対する補助を実施（１施設あたり上限 50 万円） 

事業継続に向けた取組 

・保育所等（川崎認定保育園及びおなかま保育室を含む）に対し、登園状況にかかわらず

減算することなく運営費を支出 

・各区保育総合支援担当及び川崎区保育・子育て総合支援センターを窓口とした児童及び

職員の感染予防対策に関する相談連絡体制の周知

市民負担の軽減・支援の充実等の取組 

・保育料（利用者負担額）については、登園自粛要請に伴い登園しなかった日数に応じた減

額措置を実施（川崎認定保育園及びおなかま保育室を含む） 

・保育所等入所に際しての育児休業からの復職期限を延長（通常 4月末→6月末まで） 

・保育所等に対し、登園自粛期間の延長に伴い登園を自粛する子どもの状況把握を依頼 

（特に気になる家庭については週１回以上の確認） 

・登園自粛期間が長期化したため、家庭で過ごす子どもと保護者のストレスの高まりの軽

減に向けた支援を実施

 （公立保育所での取組例：園だよりの HP 掲載、絵本貸出と手作りおもちゃの提供、メー

ル相談開始等）

（２）就学前児童・保護者への支援に関する事業（母子保健事業等）に関する状況 

妊娠・出産期から乳幼児期は、母子の健康状態の確認や育児支援など、緊急事態宣言下に

あっても切れ目のない支援を継続する必要があります。 

国の通知や本市の感染拡大の状況を踏まえ、両親学級や乳幼児健診、集団で行う相談指導

○イベントや各事業の中止・延期措置を 5 月末まで継続することとした。

○わくわくプラザ、保育所等の利用自粛についても 5 月末まで継続して御協力いただくこと

とした。
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事業については中止・延期となっていますが、家庭内で子育てに関する不安や悩みを抱え

込むことがないよう、電話相談等による相談支援体制の確保や、相談窓口に係る広報等の

充実を図っています。 

感染予防の取組

・乳幼児健診（１才６か月児健康診査、３歳児健康診査等）の延期 

・教室事業（両親学級・ちびっこ健康教室、乳幼児虐待予防教室等）の中止 

・集団で行う相談指導事業（乳幼児特別相談等）の中止 

・新生児訪問及びこんにちは赤ちゃん訪問の延期 

事業継続に向けた取組 

・各区役所地域みまもり支援センターでの相談支援の実施 

（乳幼児健診対象者への健康状態等の調査及び電話相談、新生児訪問等対象者への電話で

の状況把握等） 

 ・両親学級の web 会議システムでの開催（5月 24 日に実施予定）、テキストの送付 

市民負担の軽減・支援の充実等の取組 

・母子健康手帳の郵送受付・交付

 ・特定不妊治療の治療延期に伴う、対象年齢の引き上げ（42 歳→43 歳） 

（３）わくわくプラザに関する状況 

わくわくプラザは、緊急事態宣言後も、感染の予防に留意したうえで、共働き家庭など

留守家庭の児童、特に低学年児童など留守番をすることが難しい場合等、やむを得ない事

情がある場合で、なおかつ、医療従事者や社会の機能を維持するために就業を継続するこ

とが必要な方等があることから、運営を継続しています。 

感染予防の取組

・健康チェック表を活用した健康状態の把握、体調不良時の利用自粛の依頼 

・密を避けるため、プラザ室以外に学校の校庭や体育館等を活用した運営 

・室内で接触や飛沫感染を避けるための座席配置の工夫 

・送迎に来た保護者や業者等に対する入室の制限 

事業継続に向けた取組 

・事業継続に向けた利用自粛による運営規模の縮小 

・こども文化センター職員を活用した応援体制の確保 

・学校と連携した児童の居場所づくり 

（４）子育て家庭への支援に関する事業（児童相談所、女性相談事業、ひとり親施策等）に 

関する状況 

緊急事態宣言下においては、学校休業、在宅勤務、外出自粛等により家庭内のストレスが高

まり、児童虐待やＤＶにつながる事が懸念される一方で、本市の児童虐待相談通告件数は新型

コロナウイルス感染症拡大以降、減少傾向にあることから、支援の必要な事案の把握の取組を

進めることが必要です。また、企業活動の状況により、経済的基盤の不安定な子育て家庭では
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生活困窮に陥るおそれがあることから、支援の充実を図ります。

感染予防の取組 

・児童福祉施設における児童・職員の健康状態の把握 

 ・児童福祉施設における面会の制限や業者の立入制限 

事業継続に向けた取組 

・新型コロナウイルス感染症で保護者が入院するなどにより養育者が不在となった児童へ

の対応として、聖マリアンナ医科大学病院と連携した一時保護受け入れ体制の確保 

・児童虐待等の未然防止に向けた相談窓口の一層の周知 

 （市 HP、市ツイッター、市政だより、川崎 FM番組内広報、河川情報掲示板、NHK 横浜番組

内データ放送、NPO 法人が実施する LINE 相談窓口の御案内等） 

・学校、保育所等における児童の状況把握の取組や母子保健事業の取組と連携し、支援を

要する児童を把握

 ・学習支援・居場所づくり事業における電話、プリント配布、オンラインによる学習サポ

ート及び要支援家庭の児童に対する居場所支援の実施

 ・母子・父子福祉センター（サン・ライヴ）による電話を中心とした相談支援の継続実施 

市民負担の軽減・支援の充実等の取組 

 ・各種手当、医療費助成などの手続きに関する申請期間の猶予、郵送申請による受付 

 ・子育て世帯臨時特別給付金やひとり親家庭等臨時特別給付金の給付 

 ・母子父子寡婦福祉資金貸付金償還者に対する猶予制度の再周知 

 ・社会福祉協議会による緊急貸付制度（生活資金）の案内 
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事  務  連  絡 

  令和２年 ２月２１日  

各   部   長 

各 区 本 部 長 

川崎市新型コロナウイルス感染症対策本部長 

本市が主催するイベントの実施についての考え方について（通達）

 標記について、厚生労働省から令和２年２月２０日に発出された「イベントの開催に関する国民

の皆様へのメッセージ」を踏まえ、本市としての当面の方針を下記のとおり示しますので、各局に

おいては、本市が市民の皆様に向けて作成した啓発動画なども参考に、適切なイベントの運営管理

に努めていただきますよう、お願いいたします。

１ 当面の方針

・風邪のような症状のある方には参加をしないよう依頼する。

・参加者には手洗いを呼びかけるなど、感染機会を減らすための工夫を講じる。

・屋内などで、お互いの距離が十分にとれない状況で、一定時間留まるようなことは避ける。

・高齢の方や基礎疾患をお持ちの方が多く集まるイベントの場合は、特に配慮をする。

２ 啓発動画について

・市健康安全研究所岡部所長によるイベントの実施や参加などについての解説動画。

ＵＲＬ：https://youtu.be/ISzUH0BwKhE 

総務企画局危機管理室

企画調整担当（早川）

内線２２５１７

健康福祉局健康増進課

事業企画担当（北村・國米）

内線３２７２１
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